
三春町国民保護計画

概要版

令和 4年 12 月

福島県 三春町

このマークは、国民保護措置を行う

団体とその要員、建物及び物品の保

護並びに避難所を識別するための国

際的な標章です。
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三春町国民保護計画とは

平成１６年９月に国民保護法が施行されました。これは、外部からの武力攻撃や大規模

テロなどから、国民の生命・身体・財産を守り、国民生活や国民経済に与える影響が最小

限となるよう、国、県、市町村などの役割分担を定めた法律です。

三春町国民保護計画（以下「町国民保護計画」という。）は、武力攻撃やテロなどの兆候

に関する情報が提供され、あるいは発生した場合において、警報の伝達、避難住民の誘導、

救援等の国民の保護のための措置を的確かつ迅速に実施するためのもので、平成２２年２

月に策定しています。

第１編 総論

町国民保護協議会及び町国民保護計画の位置づけ

町国民保護協議会及び町国民保護計画の位置づけは、次のとおりとなっています。

町国民保護計画の構成

町国民保護計画は、次の各編により構成されます。

第１編 総論

町の責務、計画の位置づけ、構成等

国民保護措置に関する基本方針等

関係機関の事務又は業務の大綱等

図１－１　国、県、市町村と国民保護協議会及び国民保護計画の位置づけ

国 福 島 県 三春町

　　 福島県民等保護協議会 三春町国民保護協議会

福島県の国民の保護に
関する計画

三春町国民保護計画

指定地方公共機関
国民保護業務計画

注．

　

基本指針

指定行政機関等
国民保護計画

指定公共機関
国民保護業務計画

図中には示されていないが、基本指針は、市町村国民保護計画及び指定地方公共機関国民保護業務計画を

作成する際の基準となるべき事項についても定めている。

答申 答申

(調整)

基準 基準 基準

基準

基準

整合性

の確保

整合性

の確保

諮問 諮問

整合性

の確保

国、県、町の国民保護協議会及び国民保護計画の位置づけ

三春町

三春町国民保護協議会

三春町国民保護計画

注 図中には示されていないが、基本指針は、町国民保護計画及び指定地方公共機関国民保護業務計画を
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町国民保護計画の基本方針

国民保護措置を的確かつ迅速に実施するに当たり、特に留意すべき事項について、次の

とおり、国民保護措置に関する基本方針として定めています。

町の地理的、社会的特徴

町国民保護計画が対象とする事態

第２編 平素からの備えや予防

組織・体制の整備等

避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平

素からの備え

物資及び資材の備蓄、整備

国民保護に関する啓発

第３編 武力攻撃事態等への対処

初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置

町対策本部の設置等

関係機関相互の連携

警報及び避難の指示等

救援

安否情報の収集・提供

武力攻撃災害への対処

被災情報の収集及び報告

保健衛生の確保その他の措置

国民生活の安定に関する措置

特殊標章等の交付及び管理

第４編 復旧等

応急の復旧

武力攻撃災害の復旧

国民保護措置に要した費用の支弁等

第５編 緊急対処事態への対処 緊急対処事態における対処

① 基本的人権の尊重

② 国民の権利利益の迅速な救済

③ 住民に対する情報提供

④ 関係機関相互の連携協力の確保

⑤ 住民の協力

⑥ 高齢者、障がい者等への配慮及び国際人道法の的確な実施

⑦ 指定公共機関及び指定地方公共機関の自主性の尊重

⑧ 国民保護措置に従事する者等の安全の確保
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関係機関の事務又は業務の大綱等

国民保護措置については、国、都道府県、市町村で次のような仕組み、役割になってい

ます。

町の地理的、社会的特徴

国民保護措置の実施に当たり考慮しておくべき町の地理的、社会的特徴等について記述

しています。

国民保護措置に関する町及び関係機関の役割の概要

国（対策本部） 県（対策本部） 町（対策本部）

〇警報の発令

〇避難措置の指示
(要避難地域・避難先地域等)

〇警報の通知・伝達

〇避難の指示
(避難経路、交通手段等)

〇警報の伝達・通知
(サイレン等を使用)

〇避難の指示の伝達

〇避難住民の誘導
・避難実施要領の策定
・消防等の指揮、警察・
自衛隊等に誘導を要請

〇救援の指示 〇救援の実施
・食品、生活必需品の給与
・収容施設の供与

・医療の提供 等

〇救援に関する措置

の実施の指示

〇救援の補助

〇救援の実施

〇武力攻撃災害への対処

の指示 (消防庁長官に
よる消防に関する指示)
〇大規模又は特殊な武力

攻撃災害(ＮＢＣ兵器
による攻撃等)への対処

〇生活関連等施設の安全

確保

〇武力攻撃災害の防御

〇応急措置の実施
・警戒区域の設定

・退避の指示

〇緊急通報の発令(通知)

〇生活関連等施設の

安全確保

〇消防

〇応急措置の実施
・警戒区域の設定

・退避の指示

〇生活関連等施設の

安全確保

〇国民生活の安定 〇国民生活の安定 〇国民生活の安定

《措置の実施》 《措置の実施》

〇国対策本部における

総合調整

※緊急対処事態を

除く。

〇県対策本部における

総合調整

〇町対策本部に

おける総合調整

避

難

救

援

是正措置

措置の実施要請

武
力
攻
撃
災
害
へ
の
対
処

住

民

（
協
力
）

総合調整 総合調整

総合調整の要請総合調整の要請

指 定 公 共 機 関 ・放送事業者による警報等の放送 ・日本赤十字社による救援への協力

指定地方公共機関 ・運送事業者による住民・物資の運送 ・電気、ガス等の安定的な供給

町、国、県、指定公共機関及び指定地方公共機関等が相互に連携協力

措置の実施要請

要請

要 請

要請

地形 気候 人口分布 道路の位置等

是正措置
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町国民保護計画が対象としている事態

❶着上陸侵攻 ❷ゲリラや特殊部隊

❸弾道ミサイル攻撃 ❹航空攻撃による攻撃

❶原子力発電所の破壊 ❷大規模集客施設・ターミナル駅等の爆破

❸大量殺傷物質等（生物剤、化学剤）の大量散布 ❹航空機等による自爆テロ

第２編 平素からの備えや予防

組織・体制の整備等

国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、国民保護措置の実施に必要な組織及び体

制、職員の配置及び服務基準等の整備を行います。

◎町における組織体制の整備について定めています。

○ 町の各課における平素の業務

○ 町職員の参集基準等

・職員の迅速な参集体制の整備

武力攻撃事態の想定

緊急対処事態の想定
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・24 時間即応体制の確立

・町の体制及び職員の参集基準

○ 消防機関の体制

○ 国民の権利利益の救済に係る手続等

◎関係機関との連携体制の整備について定めています。

◎通信の確保、情報収集・提供等の体制について定めています。

◎国民保護措置の実施に必要な知識の習得のために、研修及び訓練のあり方について必

要な事項を定めています。

避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え

避難、救援に関する基本的事項を定め、運送事業者の輸送力、輸送施設の把握、生活関

連施設の把握に努め、県が行う避難施設の指定への協力をします。

物資及び資材の備蓄、整備

町における備蓄や管理する施設及び設備の整備点検等について定めています。
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国民保護に関する啓発

国民保護措置に関する啓発や武力攻撃事態等において住民がとるべき行動等に関する啓

発を定めています。

弾道ミサイル落下時の行動は、次のとおりです。

〇弾道ミサイルは、発射から極めて短時間で着弾します。

〇ミサイルが日本に落下する可能性がある場合は、Jアラートを活用して、防災行政無

線で特別な警報（サイレン音）とともにメッセージを流すほか、緊急速報メール等に

より緊急情報をお知らせします。

◎自家用車を運転している場合

◆できる限り道路外の場所に車を止めてください。

◆やむを得ず道路に置いて避難するときは、道路の左側端に沿ってキーを付けたまま

駐車するなど、緊急通行車両の通行の妨害とならないようにしてください。
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第３編 武力攻撃事態等への対処

三春町緊急事態連絡本部の設置

◆国から国民保護対策本部を設置するよう指示がなされる前の段階（武力攻撃等の初期

の段階）

武力攻撃等の初期の段階（武力攻撃事態等に係る警報が国から発令された場合等）に

おいては、関係機関と相互に連携協力を図ることにより、的確かつ迅速に応急措置が実

施できるよう初動体制を確立します。

三春町国民保護対策本部の設置

◆国から国民保護対策本部を設置するよう指示がなされた後の段階

武力攻撃等においては、国から国民保護対策本部を設置するよう指定を受けた場合は、

直ちに「三春町国民保護対策本部」を設置し、町内における国民保護対策措置の総合的

な推進を図ります。

実施体制を図示すれば、次のとおりです。

武力攻撃事態対策
本部の設置

県緊急事態連絡本
部の設置

町緊急事態連絡本
部の設置

武力攻撃の発生
武力攻撃等と疑わ
れる事案の発生時

武力攻撃等と疑わ
れる事案の発生時

武力攻撃等の初期の段階

国民保護対策本部
を設置すべき県・
市町村の指定

県国民保護対策本
部の設置

町国民保護対策本
部の設置

国 県 町

本部長：内閣総理大臣 本部長：県知事 本部長：町長

警報の
発令

警報の
発令
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関係機関相互の連携

国、県、他の市町村、指定公共機関及び指定地方公共機関その他関係機関と相互に密接

に連携することとし、それぞれの関係機関と町との連携を円滑に進めるために必要な事項

について定めています。

町対策本部の組織構成

町対策本部

※町対策本部長が必要と認める場

合、国の職員その他町職員以外の者

を町対策本部の会議に出席させる

ことができる。

《町対策本部事務局》 《 措置実施班 》

町対策本部長は、教育

委員会等に対しては、

実施の求め又は総合

調整を行う。

消 防 班
（消防団）

避 難 所 運 営 班

(武力攻撃災害時要援護者班)

町現地対策本部

現 地 調 整 所

現 地 対 応 部 署

財務課（各班）

企画政策課（班）

保健福祉課（各班）

産業課（各班）

建設課（各班）

決 定 内 容 の 指 示 等

企業局（班）

町対策本部員

１ 教 育 長

２ 郡山広域消防本

部消防長

３ 財務課長

４ 企画政策課長

５ 住民課長

６ 税務会計課長

７ 保健福祉課長

８ 子育て支援課長

９ 産業課長

１０ 建設課長

１１ 企業局長

１２ 教育課長

１３ 生涯学習課長

１４ 議会事務局長

町対策本部長

町 長

事 務 局 長
（ 総 務 課 長 ）

事 務 局 次 長
（自治防災グループ長）

総 括 班

庶 務 班

町対策本部員会議

意思決定
の補佐町対策副本部長

副 町 長

支援要員の派遣

武 力 攻 撃 災 害 時

要 援 護 者 支 援 班

教育委員会（各班）

税務会計課（各班）

子育て支援課（各班）

住民課（各班）

情報通信班

議会事務局（班）
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警報及び避難の指示等

警報の内容の迅速かつ的確な伝達及び通知を行うことが極めて重要であることから、警

報の伝達及び通知等に必要な事項について定めています。

避難の指示の住民等への通知・伝達及び避難住民の誘導について定めています。

警報の通知・伝達、避難の指示の通知・伝達の仕組みは、次のとおりです。

救援

町長は、知事から実施すべき措置の内容及び期間の通知があったときは、救援を必要と

している避難住民に対して、収容施設の供与、食料・飲料水及び生活必需品の給付又は貸

与、医療の提供及び助産など必要な措置を行います。
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安否情報の収集・提供

町は、安否情報の収集、整理及び報告並びに照会への回答について必要な事項を定めて

います。

武力攻撃災害への対処

国、県、町が協力して、武力攻撃に伴う被害をできるだけ少なくするために必要な措置

を行います。

被災情報の収集及び報告

町は、被災情報を収集するとともに、知事に報告することとされていることから、被災

情報の収集及び報告に当たり必要な事項について定めています。

保健衛生の確保その他の措置

町は、避難所等の保健衛生の確保を図り、武力攻撃災害により発生した廃棄物の処理を

適切かつ迅速に行うことが重要であることから、保健衛生の確保その他の措置に必要な事

項について定めています。
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国民生活の安定に関する措置

国民生活の安定のため次のような措置を行います。

特殊標章等の交付及び管理

町は、国民保護措置に係る職務等を行う者及びその職務等に使用される場所、車両等を

識別するために使用する特殊標章及び身分証明書を交付及び管理することとなるため、こ

れらの標章等の適切な交付及び管理に必要な事項について定めています。

第４編 復旧等

応急の復旧

町は、管理する施設及び設備について、武力攻撃災害による被害が発生したときは、一

時的な修繕や補修など応急の復旧のため必要な措置を講じることとし、応急の復旧に関し

て必要な事項について定めています。

武力攻撃の復旧

町は、管理する施設及び設備について、武力攻撃災害による被害が発生したときは、武

力攻撃災害の復旧を行うこととし、武力攻撃災害の復旧に関して必要な事項について定め

ています。

国民保護措置に要した費用の支弁等

町が国民保護措置の実施に要した費用については、原則として国が負担することとされ

ており、国民保護措置に要した費用の支弁等に関する手続等に必要な事項について定めて

います。

第５編 緊急対処事態への対処

町は、緊急対処事態対策本部の設置や緊急対処保護措置の実施などの緊急対処事態への

対処については、警報の通知及び伝達を除き、原則として武力攻撃事態等への対処に準じ

て行います。

町は、国の対策本部長により、攻撃の被害又はその影響の及ぶ範囲を勘案して、警報の

内容の通知・伝達の対象となる地域の範囲が決定されることを踏まえ、緊急対処事態にお

ける警報については、その内容を通知及び伝達の対象となる地域を管轄する機関及び当該

地域に所在する施設の管理者等に対し通知及び伝達を行います。

緊急対処事態における警報の内容の通知及び伝達については、上記によるほか、武力攻

撃事態等における警報の内容の通知及び伝達に準じて行います。

生活関連物資等の価格安定

避難住民等の生活安定 生活基盤等の確保


